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方で 65 歳以上の老齢人口は，平均寿命の延長を背景として増加の状況を呈し，2050（平成 62）
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I. 65 歳＝定年の問題 
 
1）定年制度の課題 












 また，55 歳という定年齢は，佐口によると，明治期の慰労金受給年齢であり，55 歳までは








































 2003 年度現在，わが国の平均寿命は女性 85,33 歳，男性 78,36 歳と女性では世界一長い平均
寿命を保ち，男性ではわずかにアイルランドに抜かれて世界第二位の平均寿命を保持している
（表-1）．これをかりに 65 歳定年令と比較すると，女性では 20,23 年間，男性では 13,32 年間，
仕事を引退してから生きていくこととなる． 
 厚生労働省による 30 人以上の事業を対象とした「雇用管理調査」（平成 15 年度）によると，
勤務延長や再雇用制度を有している企業等を含め 65 歳までの雇用を確保している企業は，全体







現在 60 歳を法定定年年齢とする高年齢者雇用安定法の改正案を検討し，65 歳定年制を各企業
に義務づけることを提案している．高年齢者雇用安定法の改正については，「改正高年齢者雇
用安定法」として 2004 年 6 月 5 日に成立し（2004.12.1 施行），ここでは，①65 歳までの雇
用の確保，②中高年齢者の再就職の促進，③高齢者の多様な働き方に応じた就業機会の確保等
を主な改正内容としている． 




内閣府によって行われた，全国の 40-59 歳の男女と 60 歳以上の男女を対象とした「中高年齢層
































































 今回の調査では，雇用保険被保険者数 30 人以上の事業者 278 社に対して，中高年齢者を再
雇用する場合の雇用者側が不安と思っている問題 8 点についてまとめている． 
 その 8 点とは，①職務遂行能力，②責任性，③協調性，④人柄，⑤働く意欲，⑥体力（健康），
⑦高い賃金，⑧定年までの短い期間、等である．これらの不安点に関して 45-54 歳と 55-64 歳
の年齢層別に「心配」「心配ない」「どちらとも言えない」といった回答別の集計を行ってい
る（表‐3）． 
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 財団法人高年齢者雇用開発協会が 2000 年に行った 20 社からのヒヤリング調査（財団法人高
年齢者雇用開発協会 2000）では，再雇用者の賃金は，60 歳定年時賃金の 40-90%内に分布して
おり，ボーナス等を加えると 60-70%程度になるという結果になっている．その際，賃金体系（1）
や従業員の年齢構成タイプ，雇用延長の実施時期による違いはないということである． 
 また，厚労省が 2000 年に報告した『雇用管理調査』によると，再雇用者の賃金は 70%近く
の職場では「下がる」と報告されており，下がる割合としては 30%以上が最も多いということ






























































































































 表‐1 でも見てきたように，2003 年現在のわが国の平均寿命は男女ともに世界的に高水準に
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ある．これと現在わが国が目指している 65 歳定年制とを比べると，男性では 65 歳から寿命ま
で 13,32 年間，女性では 20,23 年間という時間が残されていることも前に指摘した． 



























栄を見ている．特に高度経済成長期に働き盛りであった当時 20 歳代から 30 歳代であった今日
の高年齢者層の人々にとっては，仕事が人生の重要な時間の大半を占めて生きてきたわけであ
り，仕事はまさに人生そのもの（＝生きがい）であるといっても過言ではない．  
 視点を今日に向けてみよう．総務省統計局が行った『社会生活基本調査（平成 13 年）』（5）
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 女（65歳以降） 男 （65歳以降） 
日本 85,23  （20,23） 78,32   （13,32） 
アイルランド 82,20  （17,2） 78,10   （13,1） 
スウェーデン  82,11  （17,11） 77,73   （12,73） 
スイス    82,60  （17.6） 76,90   （11,9） 
イギリス    80,39  （15,39）   75,68   （10,68） 
フランス    82,50  （17,5） 74,90   （9,9） 
ドイツ     81,22  （16,22） 75,38   （10,38） 































［出典］厚生労働白書（平成 16 年度版） 
高齢社会と就労－高年齢者雇用が抱える課題の考察－ 
69
表-3 再雇用・再就職上の問題点           岡崎公共職業安定所 
（採用者側の抱く不安点） 
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表-4 ワークシェアリングの多様な事例形態 
ワークシェアリングの形態 企業 内   容 
中高年齢者支援制度 百貨店 
・一定の定年齢に達した段階で 7 つのコースがあり、その 1 つに「ワークシェアコース」というもの
があり、原則 65 歳までの再雇用が選択できる。その後は「フルタイムコース」「勤務日選択コース
（週 4 日）」「時間選択コース（6h/1 日）」のどれかを選択する。 
・55 歳以上の社員も 3 コースの選択は可能であるが、まだ社員の段階で短日数または短時間コ
ースを選択した場合、60 歳以降はフルタイムを選択できない。給与は勤務地別に異なり、短日数
及び短時間の年間所定労働時間及び給与は、フルタイム の 8 割になる。 
再雇用制度 繊維工業 
・再雇用適用者の大部分は、関連会社に再雇用され、単純作業、一定経験による判断業務、豊





























フルタイム勤務で、賃金は基本給 20 万円。賞与は現役組合員の月数の 8 割。 











時間勤務」は週所定労働時間の違いにより「A 勤務（30-40 時間未満）」、「B 勤務（20-30 時間未
満）」「C 勤務（20 時間未満）」の 3 パターンがある。 
















































            （http://www.mhlw.go.jp/houdou/2004/01/h0120-3.html） 
総務庁（1996）『企業退職経験者への意識調査』「就労意欲のある退職経験者の就労意向の理
由」 
